
２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績）

支出票1件当たりの人件費

25年度23年度（実績）

141

コスト指標

円

円

件

円

件

支払件数

支払金額

誤処理件数

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

事
業
費

事業費及び指標の推移

0

千円

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

千円

千円

千円

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

支払事務

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

小施策

評価区分

評価事業

会計管理費

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策
小政策
施策

0 0

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

支払件数

人
件
費

活
動
指
標

支払金額

職員割合 千円

千円

0

0

27年度（目標）

0 0

0 0

26年度24年度

25年度（目標）24年度（目標）

0

0 0

00 0.90 6,750

0

0

47,771

0

0

10

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

6,750

46,852,479,000

22年度（実績）

23年度（実績）

46,852,479,000

47,771

0

単位

円

件

6,750

千円

千円

0 0

22年度（実績）

0

25年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）

0

0

円

円

件

件

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法
―

負担金の有無

各所属所から提出される支出命令票の適
正かつ迅速な支払事務。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 会計管理費標準的事業

細目名 関連計画
根拠法令

款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
１．計画的な財政運営の推進

単年度繰り返し

継続

所属部課名

課長名

―

1

市単独

会計課
会計課
友水

―

担当者名

事業数
部内優先順位

実施計画事務事業

順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件支払件数

支出命令票

適正かつ迅速な支払処理を行う

支払金額

誤処理件数

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）26年度（目標）

総
合
計
画

地方自治法第232条の4

１　【事務事業の全体概要及び背景】
単年度毎
３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

繰り返し

支出命令票に記載されている債権者及び金額が債権者
からの請求書等に合致しているかの確認。
それぞれの支払期限内に支払方法の別により速やかに
送金等を行う。

単年度毎

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

支払件数
支払金額

債権者名等口座情報及び支払金額の確認



一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法令（地方自治法）及び市財務規則に基づく必須の事務である。

目的の有効性は非常に高い。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法令に基づく事務であるため削減の余地はない。

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

その他

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある

法令及び財務規則に基づく必須の事務であり、今後とも継続していく業
務である。なお、市から債権者に対しての支払事務については、指定金
融機関を介して行っており、支払の大半を占める口座振替払いは、指定
金融機関ＥＢセンターに電子化によるデータ伝送で送り、確実・適正か
つ迅速に行っている。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法令で定められている事務であるため，全ての評価は高い。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

各所属所から提出される支出負担行
為票及び支出命令票の審査事務。

単年度毎

複数職員による適正科目等の審査及び口座情報等の
確認

28年度（目標）

（予算額）
翌
年
度
計
画

繰り返し

各種帳票が業者からの請求書や添付書類等が適正に添
付されているか，また，帳票と添付書類等の整合性が合
致しているか，などの審査事務。

【DO】事務事業の実施

目
的

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

各所属所数

施策

会計
一般

当
年
度
計
画

１　【事務事業の全体概要及び背景】

３．財政運営
１．計画的な財政運営の推進

会計管理費標準的事業

総
合
計
画

予
算
科
目

小施策

新規・継続
小政策

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

【PLAN】事務事業の計画

終了年度

評価区分

評価事業

⑥
活動
指標

指導件数

債権者名や請求金額（支払金額）の審査・確定
審査件数

手
段

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

５　事務事業の目的と手段
箇所

対
象
指
標

各所属所数

千円

26年度（計画） 27年度（計画）

件

回

26年度（目標）

補助金の有無

各所属の会計事務担当者

友水

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

補助率

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

2

市単独

会計課
会計課

細目名 関連計画
総務費 総務管理費

款 項

事
業
期
間

開始年度

実施手法

単年度毎
４　【事業費の内容（決算額）】３　【年度目標】

直営 ―

0 0

0

24年度（目標）23年度（実績）

0

24,150

24年度（計画）

0

0

28年度（計画）23年度（実績） 25年度（計画）22年度（実績）

0

24,150

千円

千円

65

52,000

0

0 3.22 24,150

0 0 0

22年度（実績）

0

2,659

千円

25年度（目標）

0

26年度25年度

0

0 0

27年度（目標）

0

464

実施計画事務事業

根拠法令

順位

市財務規則第68条第１項

共催者・関係団体

所管省庁義務的事業

0

0

他課の協力分

単位

人
件
費

時間外

職員割合

0

事務事業名

政
策
体
系

政策

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

事業費

事業費及び指標の推移

千円

事
業
費

0 0

指標区分

回指導件数
活
動
指
標

23年度（実績）

9,082

24年度

嘱託臨時

22年度（実績）

会計管理費

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

審査事務

目

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

0千円 0

単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円

件審査件数

審査件数1回当たりの人件費

コスト指標

成
果
指
標

円

箇所

円

28年度27年度単位

指導件数1回当たりの人件費



【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

③前年度の改革・改善案

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

財務規則に基づく事務であり、今後とも継続していく業務である。なお、
支出負担行為及び支出命令の審査事務については、財務規則に基づ
き審査し、その内容が適正であることを確認している。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

必要性

有効性

効率性

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法令で定められている事務であるため，全ての評価は高い。

①改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
有効性は高い。

財務規則に基づく業務のため，削減の余地はない。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
財務規則で定められている。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
241千円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度

円

27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

算定できない。

円

冊

職員数

作成製本冊数

人

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

千円

千円 00 241

241

0

目
的 ⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

④
対象
指標

小政策
施策

小施策
会計
一般

事
業
費

財
源
内
訳

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

評価区分

評価事業

総務管理費

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

決算書調製事務

コスト指標

0

件指摘事項

24年度

0

04,7250

千円

千円

千円

0トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費

時間外

嘱託臨時

他課の協力分

職員割合

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

単位

千円

千円

0.63

実施計画事務事業

根拠法令

順位

0

0

27年度（目標）

26年度

4,966

25年度（目標）

0 0

0

活
動
指
標

0

741

240

22年度（実績） 23年度（実績） 26年度（目標）

10

00

4,725 0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

24年度（目標）

00 0

0

0

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

22年度（実績） 25年度（計画）

事業費及び指標の推移

指摘事項

26年度（計画） 27年度（計画）

9

手
段

⑥
活動
指標

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

３．財政運営
１．計画的な財政運営の推進

会計管理費標準的事業

細目名 関連計画
総務費 総務管理費

款

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

3

市単独

会計課
会計課
友水

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

成
果
指
標

対
象
指
標

28年度（目標）

0

0

件

各所属の協力による歳入歳出額等の再確認

単位

冊

241千円

単年度毎

作成製本冊数

５　事務事業の目的と手段
人

市職員

的確な数値等の確認及び迅速な決算書の作成

職員数

総
合
計
画

地方自治法第233条第1項

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

目

共催者・関係団体

予
算
科
目

１　【事務事業の全体概要及び背景】
単年度毎
３　【年度目標】

当
年
度
計
画

各会計の歳入額及び歳出額にそれぞれ関連する数値
等が正確に計上され，資産の現況についても正確である
か，否かを確認し，決算書を製本する。

各会計の歳入額及び歳出額等を各
所属所に再確認を行い，決算書を調
製し，市長等へ報告を行う。

翌
年
度
計
画

繰り返し

項



効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
目的に達成すべく実施している。

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

法令で定められている事務であるため，全ての評価は高い。

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

必要性

有効性

効率性

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法令で定められている。

③前年度の改革・改善案

名称

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

部内での位置付け

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法令で定められている事務であり、今後とも継続していく業務である。な
お、決算書の調整については、法令及び財務規則に基づき行っており、
特に原稿の段階で、各課等に内容の確認を求めるなど、慎重を期し、作
成している。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

資源配分

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

①改革・改善案

その他

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法令に基づき作成するものであり，削減はできない。



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）単年度毎

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

繰り返し

現金の出納の状況や歳入・歳出及び基金の現況の各種
資料を作成し，監査委員（事務局経由）に提出し，その
監査資料を元に受検する。

総
合
計
画

地方自治法第235条の2第1項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
単年度毎

会計管理費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

受検回数
財務会計システムから出力する各種調書と指定金融
機関作成の日計表との確認

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

監査委員数
監査委員

適正な金額等の報告
指摘や説明事項 回

回

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
人

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁政策的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

会計課
友水

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

4

市単独

会計課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
１．計画的な財政運営の推進

毎月，監査委員が実施する出納事務
の検査を受検。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 会計管理費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

12

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

3

40

0 0

0

0 0.18 1,350 0

0

0

0 0

24年度 26年度

0

0

0

00 0

25年度（目標）

根拠法令

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

監査委員数

回受検回数

指摘や説明事項

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

例月出納検査事務

0

1,350

1,350

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

00 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

人

回

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

112,500

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

1回当たりの人件費用

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法令に基づく事務であり、今後とも継続していく業務である。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法令に基づき適正に行われている。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法令で定められている事務であるため，全ての評価は高い。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

適正な会計処理が図られ，会計実務上非常に有効である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法令で定められている。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

検査1回当たりの人件費 円

円

回指導件数

行

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

00 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

会計管理費

24年度

0

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

指定金融機関等事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

回検査回数

金融機関数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

順位

0 0

0

0

0

0

787,500

26年度

25年度（目標）

0

1,575

1,575

0

0 0

0

0

00 0.21 1,575 0 0

7

2

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

2
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

各金融機関との事務遂行を行うた
め，連絡調整を図る。また，出納事務
の検査を行い指導すべきところがあ
れば指導を実施する。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 会計管理費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
１．計画的な財政運営の推進

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―

5

市単独

会計課
会計課
友水

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
行

回

回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

金融機関数
市内各金融機関

指定金融機関の事務遂行に伴う調整及び検査指導
指導件数

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

検査回数
公金を速やかに各種処理ができるような連絡調整及
び検査に伴う的確な指導

総
合
計
画

地方自治法第235条第2項・令第168条の4第1項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
単年度毎

根拠法令

単年度毎

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

繰り返し

日常の出納事務が適正に実施できるよう各金融機関と連
携を図り，特に指定金融機関とは，情報交換を密にし事
務遂行を行う。また，年度内に指定金融機関の検査を2
回実施しており，指導すべきところがあれば随時指導す
る。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法令で定められている。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
波及効果はない。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
効率性を追求するものではない。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法令で定められている事務であるため，全ての評価は高い。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法令で定められている事務のため、今後も継続していく業務である。な
お、この検査を行うことにより、指定金融機関の確実な事務処理の適正
を期すことに資するものである。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）単年度毎

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

繰り返し

日々納付される市税等の集計及び国等からの各種補助
金等の適正な予算科目への収入処理を行う。

総
合
計
画

地方自治法第231条

１　【事務事業の全体概要及び背景】
単年度毎

会計管理費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

収入金額
職員相互連携による窓口処理及び適正な予算科目へ
の収入

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

収入件数
債務者

的確な現金出納及び速やかな収入処理
各所属問い合わせ件数 件

円

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
件

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

会計課
友水

―

負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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会計課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

市税等の収入及び国・県等からの補
助金の収入等の適正な集計処理

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 会計管理費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

48,415,456,000

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

72,000

300

0 00 1.57 11,775 0

11,775

11,775

0

0

0

26年度

0

0

0

00 0

0

25年度（目標）

根拠法令

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

収入件数

円収入金額

各所属問い合わせ件数

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

収入事務

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

00 0 0 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

件

件

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

算定できない。

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法令で定められている事務であり、今後とも継続していく業務である。な
お、公金の収入事務については、派出窓口及び会計課窓口で行ってい
るが、常に正確・迅速に対応している、また、窓口対応においては、常に
納税者等の立場に意を用いて行っている。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
効率性を追求するものではない。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法令で定められている事務であるため，全ての評価は高い。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

財源の確保の観点から重要な事務である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法令で定められている。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

28年度27年度単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）

算定できない。 円

円

円運用益収入額

行・社

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

00 0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

会計管理費

24年度

0

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

基金管理運用事務

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

コスト指標

回金融機関等からの見積書依頼回数

金融機関等数

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

順位

0 0

0

0

0

0

26年度

25年度（目標）

0

1,125

1,125

0

0 0

0

0

00 0.15 1,125 0 0

10

14,325,711

0

28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画） 26年度（計画） 27年度（計画）22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

3
活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標） 26年度（目標）

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

市保有の基金の安全かつ効率の良
い運用。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 会計管理費標準的事業

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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会計課
会計課
友水

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

対
象
指
標
成
果
指
標

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
行・社

円

回

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

金融機関等数
各金融機関・各証券会社

基金の安全な保管と効率的運用
運用益収入額

手
段

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

金融機関等からの見積書依頼回数
市内金融機関及び各証券会社から預金利率見積表
の徴収

総
合
計
画

地方自治法241条第1項・第2項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
単年度毎

根拠法令

単年度毎

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

繰り返し

保有額が1億円以上の基金については，市内金融機関
から預金利子の見積書を提出させ，縁故債残高を鑑み
一番有利な利率の金融機関に定期預金として預金して
いる。また，短期の国債も購入をしている。



社会情勢の変化・市民ニーズの把握

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法令で定められている。

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある
財源の確保から重要な事務である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

③前年度の改革・改善案

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

必要性

有効性

効率性

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

その他

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法令で定められている事務である。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法令で定められている事務であるため，全ての評価は高い。

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法令で定められている事務であり、今後とも継続していく業務である。な
お、基金の管理運用については、確実かつ効率的な運用を図るため、
指定金融機関及び収納代理金融機関等に、大口定期預金を行い、一
部は、短期国債も購入している。預入れについては、各金融機関から利
率の見積りを徴取し、また、ペイオフ対応のために、縁故債の範囲を考
慮するなど 確実で有利な運用を行っている

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

資源配分

②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【PLAN】事務事業の計画

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）



２　【事業計画（主に担当者が行う業務内容及び手順）】

人

（予算額）
225千円

単年度毎

手
段

３　【年度目標】

当
年
度
計
画

翌
年
度
計
画

繰り返し

支払資金に余裕がある場合は，各所属所からの資金計
画等を参考にし速やかに定期預金に積替えを行う。。

総
合
計
画

地方自治法第235条の4第1項

１　【事務事業の全体概要及び背景】
単年度毎

会計管理費

⑥
活動
指標

③目的を達成するために実際に
行った行政活動（サービス）

預金利子額
支払資金を的確に把握し最大限な期間及び金額の定
期預金積立

【DO】事務事業の実施

28年度（目標）

金融機関数
各金融機関

歳計現金の安全な保管と効率的運用
預金利子額 円

円

目
的

単位
④

対象
指標
⑤

成果
指標

①対象
(働きかける相手・もの）

②事務事業の意図（どのようにしたい
のか。どういう状態にしたいのか）

５　事務事業の目的と手段
行

対
象
指
標
成
果
指
標

事務事業番号
補
助
単
独
区
分

所管省庁義務的事業

終了年度
補助率

事務事業性質
重要事務事業

総合計画実施計画

会計課
友水

―

―
負担金の有無

継続

担当者名

事業数
部内優先順位

単年度繰返し

所属部課名

課長名

―
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会計課

細目名 関連計画款 項 目

共催者・関係団体
３．財政運営
２．財源の確保

安全かつ有利な方法による運用管
理。

予
算
科
目

会計
一般 総務費 総務管理費 会計管理費標準的事業

４　【事業費の内容（決算額）】

補助金の有無
直営 ―

実施手法

26年度（目標）

活
動
指
標

25年度（計画）

24年度（目標）

22年度（実績）

22年度（実績） 23年度（実績）

312,785

26年度（計画） 27年度（計画） 28年度（計画）23年度（実績） 24年度（計画）

0

7

312,785

0 00 0.15 1,125 0

1,125

1,125

0

0

0

26年度

0

0

0

00 0

0

25年度（目標）

根拠法令

順位

実施計画事務事業

0

27年度（目標）

0 0

0

指標区分

人
件
費 他課の協力分

単位

職員割合

千円嘱託臨時

千円

【PLAN】事務事業の計画

事務事業名

政
策
体
系

政策

事
業
費

財
源
内
訳

トータルコスト（ア）＋（イ）

人件費計（イ）

金融機関数

円預金利子額

預金利子額

国庫支出金

県支出金

千円

千円

地方債

その他

時間外

千円

千円

千円

評価区分

評価事業

６.人と地域，絆を大切にした元気なまちづくり 〔自治・協働〕

３．自治を育み，創造的な行財政運営を推進します

歳計現金管理運用事務

24年度

0

新規・継続
事
業
期
間

開始年度

事業費及び指標の推移

小政策
施策

小施策

00 0 0 0

千円

事業費 単位

千円
投
入
コ
ス
ト

（
イ
ン
プ

ッ
ト

）

一般財源

事業費計（ア）

千円

千円

千円

行

円

単位 22年度（実績） 25年度23年度（実績）コスト指標

円

円

平成２４年度笠間市事務事業評価調書（平成２３年度実施事業）

算定できない。

28年度27年度



②改革・改善案を実現する上で克服するべき
課題と解決方法

【ACTION】事務事業の改革・改善 フォローアップ　前年度の課題や問題点

【CHECK】事務事業の一次評価（担当課長）

③前年度の改革・改善案

資源配分

部内での位置付け

現  状  維  持

上  　　　　　位

【PLAN】事務事業の計画

総合評価
（担当部長）

今後の方向性 現行どおり継続
評価理由

法令で定められている事務のため、今後とも継続していく業務である。な
お、歳計現金の管理運用については、確実かつ有利な運用を図るた
め、指定金融機関に決済性普通預金及び大口定期預金で預入れして
いる。また、各課等から毎月収入支出予定表を徴し、資金計画を立て、
より効率的な資金運用に努めている。

　　　他の事務事業や活動と統廃合や連携ができる
　　　統廃合や連携はできない・既に連携している

名称

⑥人件費の削減余地　《活動量を下げずに人件費を削減できないか？（業務プロセスの見直し，個々の業務の効率化等，業務委託や臨時雇用等）》

　 　 削減の余地がない

　 　 削減の余地がある
法令で定められている事務であるため効率化は図れない。

①改革・改善案

   　適切

   　適切

   　適切

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

  見直しの余地がある

法令で定められている事務であるため，全ての評価は高い。

⑥類似事業との統廃合・連携の可能性　（民間活動
も含む）

一次評価結果 全体総括（振り返り，反省点）

必要性

有効性

効率性

その他

④取組状況
　　　他に手段がない
　　　他に手段がある(事務事業名・活動名）

⑤事務事業を休止，廃止した場合の成果への影響
の有無とその対策

　　　影響は大きく，問題の発生が予想される
　　　代替案や対策を採ることで対応できる

歳計現金の利息収入の確保は，財源の確保から重要である。

①行政関与の必要性　《目的達成に向けて，行政の範囲は行政の役割から見て適切か？また市民の意向や社会の要請から見て適切か？》

社会情勢の変化・市民ニーズの把握

④成果の波及効果《全市民，または多くの市民や他の施策への波及効果があるか？》

必
要
性
評
価

②総合計画との整合性，対象と意図の妥当性 《目的（対象と意図）は総合計画と結びついているか？実態（社会環境の変化）に合っているか？》

　 　適切である

　 　見直しの余地がある
法令で定められている事務である。

有
効
性
評
価

③成果の向上余地　《成果は，昨年度と比べてどうであったか？工夫をすることで今後，更なる成果向上ができるか？》

効
率
性
評
価

⑤事業費の削減余地　《活動量を下げずに事業費を削減できないか？（仕様や工法の見直し，市民の協力など）》

事務事業を取り巻く環境《対象や法令根拠及び社会環境の変化（開始時期又は５年前との比較）・市民からの意見や要望》

　 　向上の余地がない

　 　向上の余地がある


